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本研究は、情報技術（IT）がどのように社会実装され DX が進むのか、システム思考により

その仕組みを明らかにする。これまでの先行研究は、企業内部の視点から、企業変革の阻害要

因や対策が多く議論されてきた。しかし、本研究では DX の本来の目的に則り、IT の開発企業

の視点に閉じず、個人利用者・利用企業、行政を含めた社会システム全体を俯瞰した仕組みを

解明する。そして、実は法律等の既設ルールの中にこそ新たなマーケットがあることを示し、

長期的な視点から企業が将来の事業を構想する際、IT によって既設ルールにどのように影響を

及ぼし、それを修正するとどういう市場が生れるのか明確にすることが DX 推進のキーとなる

ことを述べる。 
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1. はじめに 

Stolterman& Fors(2004)は「IT の浸透が、

人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変

化させること」という DX の概念を提唱した。

しかし、Friedman (2016, p.213)の指摘のよう

に、現状ではテクノロジーの進化に社会が追

い付かなくなっている。実際、Mckinsey（2021）

によると、自社の業務効率化（デジタライゼ

ーション）までは実現したとしても IT 活用に

よる事業拡大（デジタルトランスフォーメー

ション）に結び付いている企業は 20%程度と

報告されている。では、どのようにすれば企

業が IT を活用して付加価値のあるサービス・

プロダクトの社会実装を進め、社会生活を良

い方向に変化させることが出来るであろうか。

これらの問題に対し、先行研究は主に企業目

線でのアプローチとなっているが、本研究で

はシステム思考により社会システム全体を俯

瞰した仕組みを解明し、その方策を提案する。 

2. 先行研究レビュー 

2.1. 社会実装プロセスの視点から 

企業の DX が進まない理由を Sakaedani & 

Takahashi(2022)は分析している。その結果、

デジタライゼーション（自社の業務効率化）

の方が、短期に効果を得易いことが一番の理

由であることが分かった。また同時に DX を

進めるには組織の成熟度と長期的視野で経営

幹部がリーダーシップを取ることが必要条件

となることも述べている。しかし、その長期

的視野で DX を進めるには、テクノロジーが

社会浸透していくメカニズムを十分に理解す

る必要がある。企業の中期計画は 6 割程度未



達であり、1 割程度しか達成できていない（小

池, 2015）とのデータもある。IT が社会浸透

するメカニズムが十分に解明されていないが

故に、経営幹部も長期的視野に立った事業運

営が難しいのも当然である。実際、イノベー

ションプロセスの観点からは、リニアモデル

（ Bush,1945 ） や 連 鎖 モ デ ル （ KIine & 

Rosenberg, 1986, p.290)が提案されているが、

十分なコンセンサスを得られていない。産業

や国などの環境によっても、そのプロセスは

区々であることが指摘されており（テッドら, 

2004, p.50）、提案されたモデルは抽象度も高

く、またテクノロジー開発企業からの視点が

主であり、例えば公共政策への影響まで加味

されていなく、テクノロジーを開発する企業

と利用する企業を明示的に分けている訳でも

ない。但し、Deloitte（2017）は、テクノロジ

ーが社会浸透していくプロセスをテクノロジ

ーが個人へ導入され、個人が持ち込んだテク

ノロジーに企業が適応し、企業の活用したテ

クノロジーに公共政策が同化する過程と述べ

ているが、概念的な説明に留まっている。 

2.2. プロセスを構成する要素の視点から 

テクノロジー開発企業の視点から、テクノ

ロジーの進化過程を Christensen（2016）が説

明している。テクノロジーが進化し、過剰ス

ペックとなると利用者はそのスペックを十分

に使いこなすことができなくなることを述べ

ている。その結果、新しいテクノロジーによ

る廉価版が市場を徐々に席捲していくことを

説明している。テクノロジーを利用する個人

の視点では、学習による習熟度は個々人によ

り区々である。その分布に着目し、アーリー

アダプターとアーリーマジョリティの間にキ

ャズムがあることを指摘している（Moore, 

2014)。そして、このキャズムを超えられなけ

ればテクノロジーは浸透せず、衰退すると述

べている。テクノロジーがその利用企業へ浸

透する過程は、多くの経営学の視点から述べ

られ、企業文化がネックだと指摘している

（Saldanha, 2019; Westerman et al., 2014)。

またその指摘の中で、例えば企業の既存事業

から独立した組織で新しいチャレンジを実行

すれば、既存の企業文化に囚われることなく、

変革を進められると述べている。行政・公共

政策の動きに関しては、コレクティブインパ

クト（Kania & Kramer, 2011)というアプロー

チが紹介され、企業はテクノロジーが公共財

であることを認識し、公共政策に影響するこ

とを当初から念頭に入れて、関係者を巻き込

みながら社会浸透を進める事例を紹介してい

る（Khanna, 2018)。 

3. 研究の死角 

先行研究は、前章で概観した通り、例えば

テクノロジー開発企業の視点から、過剰スペ

ックの問題を指摘している。しかし、利用者

の視点からの議論は十分とは言い難い。テク

ノロジーの社会実装が進むか否かは、連動す

るプロセス間の相対的な関係に依存する。す

なわち、利用者が十分にテクノロジーに関し

て学習していれば、スペックを向上しても、

追従することは容易である。実際、廉価版に

市場を奪われるまでは追従していた顧客もい

たのである。半導体を例にすればムーアの法

則は未だに顕在であり、過剰スペックとはな

らず、その高性能化された半導体を活用した

関連製品が次々の開発される好循環が生まれ

ている（一橋大学, 2022, p.115)。このように、

実はテクノロジーのスペックと利用者の習熟

度のバランスが崩れるから、廉価版が出現す

るのであり、バランスが保たれている範囲で



は過剰スペックにはならない。しかし、先行

研究は一方通行の視点からしか議論していな

いため、この“バランス”の重要性を見過ごし

てしまったのではないかと考える。 

結論を先んじて述べるならば、IT の社会実

装システムは様々なフィードバックループで

構成されている。各ループの優位性により、

その挙動は異なる。各ループの優位性のバラ

ンスを制御するためには社会実装システムの

メカニズムを理解することがポイントとなる。 

4. 社会実装システムの構築 

4.1. システム思考の適用にあたっての基本

的考え方 

本章では IT の社会実装のメカニズムをシ

ステム思考により解明していく(図 1)。まず因

果関係ループでは、図中に示した矢印は因果

関係を示し、“＋”は原因となる因子が増加す

れば結果の因子も増加し、“－”は原因因子が

増加すれば結果因子は減少する関係を示す。

“＋”だけで構成されたループは自己強化ルー

プとして“R”で表し、“－”が含まれたループは

バランスループとして“B”で表している。自己

強化ループは時間経過に伴い、各因子が徐々

に増加・強化される。バランスループは“－”の

関係があるため、収束していく挙動を示す。 

4.2. 因果関係ループでみるテクノロジー

（IT）の社会実装のメカニズム 

・テクノロジー開発企業と利用企業 

テクノロジー開発企業はテクノロジーを開

発し、「スペック向上(R1)」に励む。そのテク

ノロジーを企業は利用するため、組織学習を

進めるが「企業文化の抵抗(B1)」もあり、順

調 に 進 む と は 限 ら な い （ Saldanha, 2019;  

Westerman et al., 2014)。利用企業にとっては、

テクノロジーがオーバースペックになると他

の新たな廉価版のテクノロジーの利用を検討

するという「イノベーションのジレンマ(B4)」

に陥る(Christensen, 2016）。これは個人も同

様である。「マスマーケットへの浸透(B2)」が

進む一方で、「キャズム(B5)」（Moore, 2014)

にはまる可能性もある。 

 

図 1； テクノロジーの社会実装の仕組み（因果関係ループ図） 
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・テクノロジー利用企業と個人利用者 

テクノロジーの利用企業が組織学習を進め、

「テクノロジーの利用企業によるサービス化

(B6)」により、個人利用者へのサービス提供

を進める。個人も同様で、また個人は企業の

従業員でもあることから、学習によりテクノ

ロジーの利便性を理解すると「テクノロジー

の企業利用へ提案(B7)」できないか模索しだ

す。企業における日常の業務でも、個人利用

と同様にそのテクノロジーの利便性を享受し

たいと考えるのである(Kane et al.,2019,p.28)。 

・行政組織 

個人も企業（テクノロジーの利用側）のテ

クノロジーの利用が進むと「慣習等による抵

抗(B3)」を受けつつ、社会実装するための“法

律等の既設ルール”の修正等の準備が進む。そ

の 準 備 過 程 は 、 コ レ ク テ ィ ブ イ ン パ ク ト

（Kania & Kramer, 2011)でも述べられている

が、「改善要望の吸収(R3)(R4)」のため、個人

や企業へフィードバックループを構成する。 

・テクノロジーに無関心な企業・個人 

社会実装に向けた準備が進むと、公共政策

に必要なルールが制定される。新なテクノロ

ジーの社会実装とは、新たな制度による企業

や個人の相互依存関係を再構築することであ

り、既に存在する相互依存関係を組み替える

には相応な時間と労力を要する（馬場, 2021, 

p.234)。すなわち、「時代の潮流(B3)」が時間

遅れ（図中の“||“）を伴いながら、「テクノロ

ジーの公共財化(R2)」がなされ、その変化は

テクノロジー開発企業や利用企業、個人へフ

ィードバックされ、次の学習に移る。 

5. ディスカッション 

これまで見てきたように、システム思考を

活用し、IT を開発する企業、それを利用する

企業や個人、そして行政組織それぞれの内部

がどのような因果関係ループを構成し、また

それぞれ相互にどのような因果関係を成して

いるのか、先行研究に基き、その関係性を整

理した。以降では、その因果関係ループが意

味することを考察し、そこから得られる示唆

をまとめる。 

5.1. システム原型を鑑みた挙動の解明 

センゲ（2011）によれば、システムには幾

つかのシステム原型がある。図 1 のモデルに

対し、その原型と照らし合わせながら構造を

分析し、モデルの挙動を解明する。本モデル

は、図中にも記載の通り、以下 3 つのシステ

ム原型（”成長の限界”・”エスカレート”・”う

まくいかない解決策”）を活用している。 

・成長の限界 

テクノロジー開発企業は、イノベーション

のジレンマを表すバランスループを構成する

一方で、そのジレンマを引き起こす要因とな

るスペック向上のために継続学習を続ける自

己強化ループ（R1）を構成する。すなわち、

テクノロジー開発企業は R1-B4, R1-B5 によ

り“成長の限界”のシステム原型（センゲ, 2011）

を構築している。従って、開発されたテクノ

ロジーのレベルはこのシステム原型が持つ特

徴の通り、成長後にある一定値に収束する。 

次に、利用企業・個人利用者がテクノロジ

ーを採用した後のループに着目する。テクノ

ロジーが社会に与える影響を学習し、個人や

企業にフィードバックする自己強化ループが

R3、R4 である。このフィードバックループと

前述の利用企業、個人利用者のバランスルー

プ（B1,B4）で構成されるシステム原型は前述

と同様に“成長の限界”パターンである。すな

わち、利用企業や個人が新たなテクノロジー

を使い始め、意気揚々としているところに企



業文化による反発や、イノベーションのジレ

ンマによるテクノロジーの入れ替わりが生じ、

当初感じていたよりもテクノロジーの社会実

装がなかなか進まない状態に陥ってしまう

（R3-B1,R3-B4/R4-B2,R4-B5）。更には、社会

実装に伴う既存の慣習への影響を懸念し、テ

クノロジーの社会実装を減速させるループ

（B3）による成長を抑止する効果も顕在化し

てくる。特に“法律等の既設ルール”という因

子が制約条件となり、成長の限界を規定する。 

・エスカレート 

テクノロジー開発企業から見ると、テクノ

ロジーのレベルと組織の学習レベルの差が大

きければ、イノベーションのジレンマが生じ

るため、バランスループとなる（B4, B5）。一

方、テクノロジーの利用企業、利用する個人

も企業文化から見ると、レベル差が大きけれ

ば組織学習も促進するが、その結果、企業文

化との相違による反発が生れるため、バラン

スループとなる（B1, B2）。この 2 つのバラン

スループで構成（B1-B4, B2-B5）するシステ

ム原型は“エスカレート”と呼ばれる（センゲ, 

2011）。企業内での学習とイノベーションのジ

レンマを生じるループに大きな優位差が生じ

ると、その差を埋めるようにテクノロジー開

発が進む。次から次へと新サービスが開発さ

れていく状態が続く。まさに、テクノロジー

に企業や個人が追い付くために必死な状況を

示すループ構造となる。 

・うまくいかない解決策 

最後に、社会実装に必要なルール制定に向

けた学習が進み、公共政策を制定するループ

（R2）は緩やかに遅れを伴いながら時代の変

化をもたらす。開発されたテクノロジーのレ

ベルの向上に端を発し、社会実装に必要なル

ールを学習することで社会実装を進めるルー

プを構築している（B6, B7）。その大きなルー

プに対して、時代の変化は意図しない結果と

して表面化することを R2 は示す。これはシ

ステム原型では“うまくいかない解決策”のパ

ターンとして認識されている。この R2 ルー

プはＢ8 ループとも関連し、成長の限界パタ

ーンを構築している。それ故、意図しない時

代の変化とは言え、一定の収束を示す。 

5.2. 因果関係ループから得られる示唆 

以上の議論から DX を推進するために各ル

ープ間のバランスを如何に保つべきかを考え

たい。DX 推進には経営幹部の長期的視点が

必要と言われている(Sakaedani& Takahashi, 

2022)。しかし、社会実装システム全体の挙動

は、各システム原型の強度次第であり、どの

原型の特徴が効くのかによって決まる。その

分別は定性的な図 1 のモデルのみでは難しく、

ビジネスを中長期的に読み解くまでには至ら

ない。但し、図 1 を鑑みると、因子（“法律等

の既設ルール”）による制約条件は重要なポイ

ントとなる。この制約条件をクリアすること

で“成長の限界”をより拡張し、他のループよ

りも優位性が高まる。その結果、本因果関係

ループ（社会実装システム）全体の限界を引

き上げることとなる。これまで、テクノロジ

ーの利用企業はマーケット（“個人利用者”や

“利用企業”）を観察することが重要と言われ

てきたが、実は見るべきはその先にある法律

等の既設ルールである。その既設ルールによ

って規制された領域に新たなマーケットがあ

る。例えば、IT ではないが、ヤマハ発動機が

電動自転車を開発する際には警察庁と事前に

調整しながら製品開発を行い、新たな電動自

転 車 と い う マ ー ケ ッ ト を 築 い た ( 一 橋 大

学,2022, p.417)。更には Khanna(2018)も多く

の事例から、その新たなルール作りに対する



先行優位性を説いている。 

6. 結論 

本研究は IT が社会実装され DX が進む過

程を因果関係ループにより示した。各ループ

間の優位性のバランスが崩れると、DX が進

まない。また、DX を進めるためには IT によ

るサービス・プロダクトを公共財としてポジ

ショニングし、社会実装にあたっての影響、

すなわち法律等の既設ルールとの調整を予め

図ることが重要であることを述べた。 
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